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静岡県の地

現状と課題

震対策の

静岡県地震対策課 岩 田 孝 仁

　昭和51年 に東海地震説が セ ン セ ーシ ョ ナ ル に 発

表 され て 以 来 17年 が経過 した 。 こ の 間に
，

東海地

域を取 りま く地殻変動や 地震 の 発生状況は
，

以前

に も増 して 濃密に 敷か れ た観 測網に よ り
，

詳細に

知 られる よ う に な っ て きた 。

　東海地震 の 発生 は確実 に 近 づ い て き て い る とい

う認 識の もと
，

ハ
ード面 か ら ソ フ ト面に か けて 現

在ま で に静岡県が 県民 とと もに 取 り組ん で きた 地

震対策 の 一部を紹介するなか で
， 今後 の 地 震防災

対策を進 め て い く上 で 課 題 とな る点 を考察 して い

く。

1　 地 震防 災対 策 に係 る制度 の 確立

　東海地震が 発生 し た 場合の 被害の 甚大 さを想 像

す ると
，

従来の災害対策基本法の 枠の 中で 十分な

対処 を行 う こ とは困難で あるた め ，全国知事会等

の 強 い 要望 もあ り
，

昭和53年に 「大規模地震対策

特別措置法」 が制定 された 。
こ の 法律 は

， 当時中

国で   地震予知 の成功や，国内に お い て も地震 等

の 観測 の 充実に よ り地震予知の 可能性が あ る と の

判断 もあ り
， 世界で 初め て 地震予知を前提 とする

地震防災対策を法制化 した画期的な もの で あ っ た 。

　こ の 法律に 基 づ き
，

東海地震が 発生 し た場合，

震度 6以上 が想 定 され 著 しい 被害が 発生す る恐れ

が あ る地域 と して，静 岡県全域 を含む 6 県 168市

町村が 「地震防災対策強化地域」 に 指定 され た 。

また，こ の 強化地域内 に お い て 県 ・市町村等 が 緊

急に 実施す べ き地震対策事業 の 推進 を図るた め，

国の 財政上の 特例措置を定めた法律 も制定された 。

2　 地震対策の 推進

　東海地震対策 は静岡県 に と っ て 県政 の 最重点施

策の
一

つ として 位置づ け られ，人的 ・物的被害の

防止や 軽減をめ ざ して
，

ハ ード
，

ソ フ ト両面に わ

た り地震対策を推進 して い る 。

　〔1） 地 震対策事業の 推進

　昭和55年度か ら
，

国 の 助成を受け
，

地震財特法

に基づ く地震対策緊急整備事業 と して ，避難地 ・

避難路 ・ 消防用施設 ・ 緊急輸送 路 ・通 信施設 ・防

潮堤等の 様 々 な 防災施設の 整備を進め て きて お り
，

被害の 防止 ・ 軽減に大き く寄与 して い る 。

　また
，

こ れ以外に も県や市町村が単独で 実施す

る防災施 設整備や防災資機材
，
同報無線等の整備，

小 ・中学校体育館 の 耐震改築 ・補強な どを積極的

に 推 進 して い る 。 さ ら に
，

市町 村に おけるきめ 細

か な対策が 重要で あ る こ とか ら
，

応急給水施設や

避難対策 の た め の 資機材整備，自主防災組織の 施

設 整備 な ど に対する助成制度 と と も に，多様 な地

震対策事業に柔軟に対応で きる県単独の 交付金制

度を設け，対策 の 促進を図 っ て い る 。

　昭和54年度以 降
，

平成 4 年度 まで に静岡県及び

市町村等が実施 した地 震対策事業は
，

緊急整備事

業が約 4，000億円
，

それ 以外 の 地震対策事業が約

3，600億円 ， 合わせ て約 7，600億円 とな っ て い る 。

地震対策事業 の 中で もハ
ー ド面 の 対策事業は

， 直

接
，

人 命や 財産 を守 る事業 と，応急対策 の 円滑化

を図 る事業，例え ば情報伝達機器 の 整備や緊急輸

送路の 整備等が，概ね 半々 で あ る 。

　 しか し新た な事業 を推進す る に 当 た っ て は
，

多

少 の 問題点 も生 じて い る 。 例え ば直接的に被害を
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軽 減す る事業の 一例 と して ，津波対策用の 防潮堤

や水門 の 整備で は
，

まず
一

点は施設を整備す るた

め に住民側 は用地の 提供
，

日常の 利便性 の 障害
，

また観光地 に お い て は眺望 の 障害等
，

さまざまな

不便を強い られ る。予想され る災害程度 と こ れ ら

の 障害が 常に 天秤に か け られ，事業実施の レ ベ ル

が決め られる。地域に よ っ て は 日常 の 利便性が優

先 され，全 く事業の 実施が 行え な い 地域 も存在す

る。

　 もう
一

点は，事業が 完了す る こ と に伴い 変な安

心感が生 まれ，ハ ード事業 の 整備 に よ り災害 の危険

性が全く消え去 っ たとの 意識が生ま礼 例え ば避難

をする意 識そ の もの を忘れ て しま っ た人 も出て き

て しま っ て い る 。

　｛2）第 2次 地震 被害想定

　 静岡県で は
， 昭和53年 に東海地震が発生 した場

合 の 地震被害想定を発表 した。そ の 後， 14年が 経

過 し
， 今日 ま で 全般 に わ た る地震対策事業の 実施

や 地震対策に 関す る諸計画 の 充実などに よ り
，

地

震 に よ る被害 の 軽 減が図 られて きて い る。

　
一

方
，

こ の 間
，

社会 シ ス テ ム の 複雑化 や 都市 の

過 密化，高齢化等
， 新た な災害の要因 も生 じて い

る 。 これ らをふ まえ て
，

「第 2 次地震被害想定」 を

行 い，本年 6月 に 公表 した （表 一1 ）。

　今回の 被害想定 で は
， 事前に地震予知 があ り地

震が発生 した場合に も人的被害が発生する と い う

こ とが 大き な特徴 とな っ て い る 。 こ の 原因 として

は，津波や 山崩れ危険地域で は
，

警戒宣言が発せ

られ市町村長が避難勧告を行 っ た と して も避難 し

な い と い う住 民 が 少 な か らず想定 される こ とや
，

警戒宣言が発令 され た状況 の 中で も，特別な注意

をせ ず に 行動する 人 も存在する こ とが想定 され る

か らで あ る 。

　｛3｝ 防災恵識 の 高揚

　東海地震が発生 した場合
，

そ の被害が 県下全 域

に ま た が る こ とか ら，行政な どの 関係機関の 活動

に も限界が あ る 。 災害発生時に 「警戒す べ き」 と

の 呼びか けを い くら行 っ て も
， 命を守る ため に は

個人の 意識や行 動が大 き く もの をい う。 自主的な

危険察知 の 感覚が，住民一
人
一

人 に養われ な い 限

り災害を防 ぐこ と は で き な い 。
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東海地 震 の 発 生 に よ る 静 岡県 の 被害 想定結果

　　　　（平成5年 6月発 表 ）

県内建築物総数 　 L425 ，814棟

県 内 入 ［］ 3．686．090 人

予知な し 予知有 り

死者 2，574 376

重 傷 者 9，300 2，540

中等 傷者 82．046 25，004

死 傷者 合計 93
， 920 27，920

大 破 155，253 93，777

中破 278 ，302 292，  17
一部損 壊 316，005 335，031

床下浸水 3，664 3，918

建物被害合計 753 ，224 724 ，743

注 ： 重 傷者 ： 入院治療が 必要

　　中 等傷者 ； 医 師 の 治 療 が必要

　　大 破 ： 倒壊 、復旧 が 困難 な建物

　　中破 ： 大幅 な 修理 が 必要 な 建物

　　
一

部損壊 ：壁、基礎 に 亀 裂 、瓦 落下

　こ の た め
， 地域住民が 「自らの 生命

，
地 域を 自

らが守 る」 と い う自主的な防災活動を行 うこ とが
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 タ

被害 の 拡大を防ぎ，円滑な災害応急対策を実施す

るうえ で 極め て 重要 とな る 。 こ の よ うな観点 の も

と に
， 静岡県内に は

，
地 域住民の 連帯意識 に基づ

く 「自主防災組織」 が
， 平成 5 年 4 月 1 日現在，

5，025組織結成 され，結成率 は，99．7％ とな っ て お

り，県や 市町村で は
， 組織の 活 性化 の た め の リ

ー

ダ ー研修会
， 講演会等を毎年実施す る と と もに

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ノ

各種パ ン フ レ ッ トの 配布や ，毎年 11月 の 「地震防

災強化 月間」 の 設 置 年 4 回の 「自主 防災」新聞

の発行な どを行 っ て い る 。

　ま た，毎年 9 月 1 日 に 全国一
斉 に 行われ る 「総

合防災訓練」 の ほ か，本県独 自の もの と して 12月
の 第

一
日 曜日 に

，
自主 防災組織 を中心 と した 「地

域防災訓tWllを実施 して い る。
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3　 今後の 課題

　｛1｝災害現象を身近な現象と して 認 識 で きな い

　県な どが 実施す る被害想定で は，想定され る地

震動の 強さ，地盤の 液状化危険地域，津波の 浸水

予想地域等，さまざまな災害危険に つ い て想定 し
，

詳細な図面や 映像等で住民の 認識を図るよ う努力

を続けて きて い る 。 しか し
，

一般の 住民 に と っ て

は
，

まず感覚的に こ れ らの 災害現象を日常生活 の

中で理解す る こ とが 相当困難なよ うで ある 。

　津波被害 に っ い て
，

日本海中部地震や北 海道南

西沖地震の こ とが マ ス コ ミに 大き く取 り扱われ
，

少 しずつ 認識が 高ま っ て き つ つ あると の 想 像はあ

る。北海道南西沖地震 の 直後に静岡県沼津市 の 津

波危険地域 の 住民に 対 し NHK が 住民 ア ン ケ
ー

ト

を実施 した 。 そ の 結果 によ る と，東海地震で 想定

され る津波の 襲来時間 （地 震発生後数分以 内） や

津波 の 最大波高に対する認 識は十分ある に も関わ

らず
，

地震が発生 した直後に即座に避難す るとい

う行動に結び付けて考えて い る住民は案外少な く，

しば らく様子を見 ると回答す る住民 が， 6 割を占

め て い る 。

　ど うも
，

災害の 程度が 日常生活で 想像 され る感

覚 とあま りに もかけ離れて い るた め
，

知識は有 っ

て も現実の 判断に はなか なか結び つ い て行かない

よ うで あ る。こ れ は地震の 揺れの 強さ に対す る 認

識に つ い て も同 じよ うな感覚を持 っ て い るこ とを，

よ く耳にす る 。

　 防災に 対する住民 の 質的 な 向上を図るた め に は
，

動機付けが可能な 「適切な不安 レ ベ ル 」が必要で

あ る と言われ る 。 しか し東海地震 の よ う に 「地震

発生 の 可能性が極めて 高 い 」 とい う事象は
，

多 く

の 人 に は適切な不安 とは受けとめ られて い な い よ

うで あ る 。 静岡県で は
，

声高に東海地震対策 の 必

要性 を説 い て きて い るが，対策をは じめ て 17年が

経過 した 現在 ，
住民 の 防災意識は横ば い

，
また は

少 しつ つ 低下傾 向に ある 。

　 災害現象を
，

こ れ ま で の 言葉や映 像だけで な く

もっ と身近 に会 得で き る疑似体験が必要で あろう。

ま た こ れ と合わ せ
，

十分対処で き る対策方法 も併

せ て 示 して行か なければ な らな い 。

岩田 ： 静岡県 の 地 震対策 の 現状 と課 題

　（2｝ 巨大地震に 対処す る耐震化 レ ベ ル の 確立

　耐震工 学そ の もの が
， 本来は経験工 学の 積み重

ね で あ っ た 。 現在は 各種の 予測 技術の 進歩に よ り

想像 され る相当高 い レ ベ ル の 可 能性に つ い て も解

析され，対処する技術が組み込 まれ て きて い る 。

しか し， 現実面 で はあま りに も高度な技術で ある

ため
，

ど うして も漠然 とした不安が 伴 う。 これは

住民の 側に も感覚的に 伝わ っ て お り， 地震災害を

受け被害原因が解 明 され る度 に，なにか知 らぬ不

安が生まれ る 。

　一般的 に 日本全国で 予想 され る震度 5程度の 地

震に つ い て は
， 現在の 各種 の構造物の 耐震設 計基

準に十分反映され
，

安全を確保 す るため の それな

りの 実績を持 っ て い る 。 しか し，東海地震で予想

され る震度 6や震度 7 の 揺れ に十分な安全性 を確

保す る こ とは
，

技術的な面だ けで な く，経済的な

面 におい て の 困難 さも残 されて い る 。 こ の ため東

海地震に お い て は
，

地震予知 の 成功に もあ る程度

の リス クを分担 させ，構造物の耐震化 と地震予知

（警戒宣言の 発令） の 両者をうまく組み合わせ て

対処する こ とが必 要 とな らざるを得な い 。

　 しか し，警戒宣言が 発令 された状況 に あ っ て も
，

地震が発生する段階で は突然発生す る こ とには変

わ りはな い 。 こ の ため
，

一
般的 な耐震基準を震度

7 相当に上げる努力 は続けな ければな らな い 。 こ

れ と併 せ
，

地震発生直後 瞬時に安全対策が とれ

る技術な り
，

シ ス テ ム が充実す る事 も必要で あ る

と考え る。

4　 お わ りに

　雲仙普賢岳 の 活発な火山活動や
，

7 月 に 発生 し

た 北海道南西沖 の 津波被害を 目の 当た りにする と，

災害 とはなん と理不尽で
，

また意外性に 富ん で い

る か を改め て 痛感 させ られ る。地震や 津波，山崩

れ，火 山噴火 とい っ た 自然災害は
，

従来は天災 と

い う範躊 で 片付け られ て い た。しか し近年 は災害

も質的変化を見せ て きて い る 。 災害現象に つ い て

系統的 に分析する経験 も増え
，

また工学や 理学の

進歩に よ り防災技術 も進 み
，

単に 「自然災害」だ

か ら 「どうしよ うもな い 」 で は な く，
あ る レ ベ ル

まで は 「防備で き る現象」 に変化 しつ っ あ る 。 ま
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た そ うで なければな らな い
。

　
一

方で ，社会が ます ます複雑化す る中
，

原因は

自然災害で あ っ て も
， 人為的要素が災害を一層拡

大 して い くケ
ー

ス も増え て くる 。 こ の ため
，

も っ

と積極的に 人 間 の 側か ら自然災害 とうま くつ きあ

う方法を見 い だ して 行か な けれ ばな らな くな る 。

　火災 の 恐 しさ に対 して は
， 火の 元 の 安全確 保 や

初期消火
，

避難 の 方法等に つ い て 古 くか らかな り

系統的な 教 育が な され て お り，それ な りの 意 識が

根付 い て い る。地震 や津波，火山噴火に つ い て は
，

体験か ら学ぶ機会が ほ とん ど望め な い だ け に，学

校や 社会 の 中で 系統だ っ た防災教育がぜひ とも必

要で はな い か と痛感す る 。

　北海道南西 沖地震 に よ る貴 い 犠牲を
， 単 に 一時

の 騒 ぎだけ で 消え去 らせ な い た め に も
，

各方面か

らの 尽 力が必要 で あ る と考え る 。
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